
 

 

様式例（法第 10条第１項第７号関係「設立当初の事業年度の事業計画書」） 

 

 

設立当初の事業年度の事業計画書 

 

法人成立の日から 2024年 12月 31日まで 
 

 

特定非営利活動法人日野まちつなぐ研究所 

１ 事業実施の方針 

・設立当初の事業年度は、以下の事業を確実に実施することを目標とする。  

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載し

た事業) 
具体的な事業内容 

(A)当該事業の 

 実施予定日時 

(B)当該事業の 

実施予定場所 

(C)従事者の 

予定人数 

(D)受益対象 

者の範囲 

(E)予定人数 事業費の 

予算額 

(単位：千円) 

① 空き家再

生事業 
空き家バンクの仕組みを構

築して、ニーズに合わせた

マッチングをする。 

(A)随時実施する。  

(B)主たる事務所及び

日野町内 

(C) 3人 

(D)移住希望

者 

(E)不特定多

数 

 

  

0 

② 移住定住

支援事業 
地方に移住先を探している

人たちや日野の応援団にな

ってくれそうな人たちに、

オンラインとオフラインの

メディアを使って、情報発

信を行い、交流の場を設け

る。 

(A)随時実施する。  

(B)主たる事務所や日

野町内外 

(C) 2人 

(D)移住希望

者、日野町フ

ァン 

(E)不特定多

数 

620 

③ 伝統文化

継承事業 
祭りを担いたい人たちの移

住定住のサポート。日野フ

ァンをつくり、町外サポー

ターや祭り参加者を増や

す。 

(A)5月  

(B)日野町内 

(C) 10人 

(D)移住希望

者、日野町

ファン 

(E)不特定多

数 

30 

④ 調査・研

究事業 
住民の課題や移住者の希望

をより深く理解するため、

様々な調査を行う。 

(A)8月〜12月  

(B)日野町内外 

(C) 5人 

(D)移住希望

者 

(E)不特定多

数 

270 



 

 

⑤ その他、

この法人の目

的を達成する

ために必要な

事業 

実施なし    

 

  



 

 

 
様式例（法第 10条第１項第７号関係「翌事業年度の事業計画書」） 
 

2025年度の事業計画書 
 

2025年 1月 1日から 2025年 12月 31日まで 
 

 
特定非営利活動法人日野まちつなぐ研究所 

 
１ 事業実施の方針 
 

・以下の事業を確実に実施することを目標とする。 

 
２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載し

た事業) 
具体的な事業内容 

(A)当該事業の 

 実施予定日時 

(B)当該事業の 

実施予定場所 

(C)従事者の 

予定人数 

(D)受益対象 

者の範囲 

(E)予定人数 

事業費の 

予算額 

(単位：千円) 

① 空き家再

生事業 
空き家バンクの仕組みを

構築して、ニーズに合わ

せたマッチングをする。  

(A)随時実施する。  

(B)主たる事務所及び日

野町内 

(C) 3人 

(D)移住希望者 

(E)不特定多数 

 

  

1000 

② 移住定住

支援事業 
地方に移住先を探してい

る人たちや日野の応援団

になってくれそうな人た

ちに、オンラインとオフ

ラインのメディアを使っ

て、情報発信を行い、交

流の場を設ける。 

(A)随時実施する。  

(B)主たる事務所や日野

町内外 

(C) 2人 

(D) 移 住希 望

者、日野町

ファン 

(E)不特定多数 

620 

③ 伝統文化

継承事業 
祭りを担いたい人たちの

移住定住のサポート。日

野ファンをつくり、町外

サポーターや祭り参加者

を増やす。 

(A)5月  

(B)日野町内 

(C) 10人 

(D) 移 住希 望

者、日野

町ファン 

(E)不特定多数 

30 

④ 調査・研

究事業 
住民の課題や移住者の希

望をより深く理解するた

め、様々な調査を行う。 

(A)1月〜12月  

(B)日野町内外 

(C) 5人 

(D)移住希望者 

(E)不特定多数 
300 

⑤ その他、

この法人の目

的を達成する

ために必要な

事業 

実施なし    

 



様式例・記載例（法第10条第１項第８号「設立当初の事業年度の活動予算書」）

特定非営利活動法人日野まちつなぐ研究所
（単位：円）

特定非営利活動
に係る事業

合計

Ⅰ 経常収益

１．受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費 ¥300,000 ¥300,000

･････････････

２．受取寄附金

受取寄附金　　 ¥600,000 ¥600,000

施設等受入評価益
･････････････

３．受取助成金等
受取民間助成金

･････････････
４．事業収益

空き家再生事業

移住定住支援事業 ¥620,000 ¥620,000

伝統文化継承事業 ¥30,000 ¥30,000

調査研究事業 ¥100,000 ¥100,000

５．その他収益
受取利息

雑収益
･････････････

経常収益計 ¥1,650,000 ¥1,650,000
Ⅱ 経常費用
１．事業費

人件費

給料手当 ¥300,000 ¥300,000
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費
･････････････
人件費計 ¥300,000 ¥300,000
その他経費

会議費 ¥10,000 ¥10,000

旅費交通費 ¥50,000 ¥50,000
施設等評価費用
減価償却費

支払利息

通信運搬費 ¥150,000 ¥150,000
印刷製本費 ¥50,000 ¥50,000
消耗品費 ¥30,000 ¥30,000
水道光熱費

外注費 ¥330,000 ¥330,000
地代家賃
物件の片付け費
物件管理費（草刈りなど）　

雑費
その他経費計 ¥620,000 ¥620,000

事業費計 ¥920,000 ¥920,000
２．管理費

人件費
役員報酬

給料手当 ¥200,000 ¥200,000
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費
･････････････
人件費計 ¥200,000 ¥200,000
その他経費
会議費 ¥10,000 ¥10,000
旅費交通費
減価償却費

支払利息

印刷製本費 ¥5,000 ¥5,000

通信運搬費 ¥20,000 ¥20,000

その他経費計 ¥35,000 ¥35,000
管理費計 ¥235,000 ¥235,000

経常費用計 ¥1,155,000 ¥1,155,000

当期経常増減額 ¥495,000 ¥495,000
Ⅲ 経常外収益
１．固定資産売却益
･････････････

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用
１．過年度損益修正損
･････････････

経常外費用計
経理区分振替額
当期正味財産増減額 ¥495,000 ¥495,000
設立時正味財産額 ¥0 ¥0
次期繰越正味財産額 ¥495,000 ¥495,000

設立当初の事業年度　活動予算書
法人成立の日から2024年12月31日まで

金額科目

（１）

（２）

（１）

（２）

1



様式例・記載例（法第10条第１項第８号「設立当初の事業年度の活動予算書」）

特定非営利活動法人日野まちつなぐ研究所
（単位：円）

特定非営利活動
に係る事業

合計

Ⅰ 経常収益
１．受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費 ¥600,000 ¥600,000
･････････････

２．受取寄附金
受取寄附金　　 ¥1,000,000 ¥1,000,000
施設等受入評価益
･････････････

３．受取助成金等
受取民間助成金
･････････････

４．事業収益
空き家再生事業 ¥600,000 ¥600,000
移住定住支援事業 ¥620,000 ¥620,000
伝統文化継承事業 ¥30,000 ¥30,000
調査研究事業 ¥100,000 ¥100,000

５．その他収益
受取利息
雑収益
･････････････

経常収益計 ¥2,950,000 ¥2,950,000
Ⅱ 経常費用
１．事業費

人件費
給料手当 ¥960,000 ¥960,000
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費
･････････････
人件費計 ¥960,000 ¥960,000
その他経費
会議費 ¥10,000 ¥10,000
旅費交通費 ¥200,000 ¥200,000
施設等評価費用
減価償却費
支払利息
通信運搬費 ¥150,000 ¥150,000
印刷製本費 ¥50,000 ¥50,000
消耗品費 ¥30,000 ¥30,000
水道光熱費
外注費 ¥100,000 ¥100,000
地代家賃 ¥300,000 ¥300,000
物件の片付け費
物件管理費（草刈りなど）　 ¥150,000 ¥150,000
修繕費
雑費
その他経費計 ¥990,000 ¥990,000

事業費計 ¥1,950,000 ¥1,950,000
２．管理費

人件費
役員報酬
給料手当 ¥200,000 ¥200,000
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費
･････････････
人件費計 ¥200,000 ¥200,000
その他経費
会議費 ¥10,000 ¥10,000
旅費交通費
減価償却費
支払手数料 ¥200,000 ¥200,000
印刷製本費 ¥5,000 ¥5,000
通信運搬費 ¥20,000 ¥20,000

その他経費計 ¥235,000 ¥235,000
管理費計 ¥435,000 ¥435,000

経常費用計 ¥2,385,000 ¥2,385,000
当期経常増減額 ¥565,000 ¥565,000

Ⅲ 経常外収益
１．固定資産売却益
･････････････

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用
１．過年度損益修正損
･････････････

経常外費用計
経理区分振替額
当期正味財産増減額 ¥565,000 ¥565,000
前期繰越正味財産額 ¥495,000 ¥495,000
次期繰越正味財産額 ¥1,060,000 ¥1,060,000

2025年度　活動予算書
2025年1月1日から2025年12月31日まで

金額科目

（１）

（２）

（１）

（２）

0000001




